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１ 業務委託の概要                      

(１) 委託業務名 

奈良県奨学金管理システム再構築・運用業務委託仕様書 

(２) 委託契約期間 

構築業務   契約締結日～平成３１年２月２８日 

運用保守業務 平成３１年３月１日～平成３６年２月２９日（長期継続契約） 

(３) 委託業者決定方法 

総合評価方式による一般競争入札 

(４) システムの目的及び概要 

① システム再構築の目的 

 奈良県高等学校等奨学金貸与条例に基づき、「勉学する意欲がありながら経済的な理由に

より修学が困難な者に奨学金を貸与することを目的」として、親権者等が奈良県に在住す

る高校生等に奨学金を貸与しており、「奈良県奨学金管理システム（以下「管理システム」

という。）」によりその申請から返還までの事務処理を行っている。 

 現行の管理システムは県で独自に開発したものであり、貸付対象者の個人情報・貸付状

況・返還状況を入力することにより、各種統計、帳票の作成に使用している。 

 現在使用している管理システムは平成２１年度に開発されたものであり、社会保障・税

番号制度への対応のため大幅な改修が必要となることから、再構築を行い、業務の効率化、

情報管理の強化を図る。 

② システムの概要 

 本システムは、県が指定する稼働環境上に構築され、それを用いて作成した（あるいは

現行の管理システムから移行された）奨学金の借受人情報（基本情報、貸与情報、返還情

報）データベースにより、奨学金の貸与、返還処理等について集計管理を行うとともに、

金融機関宛のデータの作成や収納管理等を行うことが可能なものとする。 

(５) 基本方針 

① 本管理システムの構築は、パッケージソフトウェアを利用したシステム（以下「パッケー

ジシステム」という）の活用を前提として行うこと。 

② 今後の番号制度の改正にも対応可能な拡張性を有するシステムであること。 

③ 番号法の規定ならびに特定個人情報保護評価指針等を十分理解し、アクセス制御やログ管

理などのセキュリティ対策を行うこと。 

(６) 委託対象及びその範囲 

 本委託業務において、県が指定するハードウェア上で稼働するシステムの設計から本稼動、

その後の運用・保守に至るまでの以下に示す業務を行うこと。システムの品質確保及び業務担

当者の負担軽減のため、パッケージシステムの導入を前提としている。 
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 対象とする本システムの具体的な仕様は、「２ 機能要件」から「６ その他」に示すとおり

である。なお、本仕様書に記載されていない項目については、別途協議のうえ定めることとす

る。 

＜管理システムで取り扱うデータについて＞ 

① 管理システムで取り扱うデータ量…累積貸与者数１７，１１０人（平成３０年３月現在） 

※今後、２万人を超える可能性あり 

② 管理システムで扱う奨学金の種類と人数は表１のとおり（平成３０年３月現在） 

表１ 

奨学金の種類 貸与の対象者 特記事項 

１．地域改善対策奨学金 大学生 2,078 人 

高校生 4,591 人 

貸与は平成１３年入学生で終了。 

返還は半年賦または年賦で２０年間。 

納入通知書による返還。免除規定あり。 

２．全日制課程修学奨励金 高校生 1,298 人 貸与は平成１３年入学生で終了。 

返還は半年賦または年賦で２０年間。 

納入通知書による返還。免除規定あり。 

３．定時制通信制修学奨励金 高校生 1,340 人 貸与は平成１７年入学生で終了。 

卒業すれば全額免除。 

４．修学支援奨学金 貸与継続者 4,532 人 平成１４年入学生から貸与開始。 

返還は１０年間。 

月賦、半年賦または一括にて返還。 

納入通知書または口座振替による返還。 

借受人死亡もしくは高度障害以外は免除

規定なし。 

５．育成奨学金 貸与継続者 3,271 人 平成１７年入学生から貸与開始。 

返還は１０年間。 

月賦、半年賦または一括にて返還。 

納入通知書または口座振替による返還。 

借受人死亡もしくは高度障害以外は免除

規定なし。 

 

(７) 開発スケジュール 

現時点で想定している開発スケジュールは、別添１のとおりとする。実際のスケジュールは、

受託者と県で協議の上決定すること。 

(８) 委託内容 

① システム設計・開発 

・県が指定するハードウェア上で稼働するシステムの設計、開発、テストの一連の作業を行う
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こと。 

・システムの品質確保、及び業務担当者の負担軽減のため、パッケージシステムの導入を前提

とすること。 

・パッケージシステムを前提とした、機能要件とのＦＩＴ＆ＧＡＰ分析を行うこと。 

・パッケージシステムの標準機能にないものについても「２ 機能要件」に記載の事項は、県

と受託者にて協議のうえ、カスタマイズにて対応すること。 

・他システムとのデータの授受が発生する場合、連携対象業務の担当者との打合わせを計画、

実施すること。 

② データ移行 

・現行管理システムの貸付、償還等のデータを新システムへデータ移行すること。また、デー

タレイアウトの整形、コード値変換、桁数変換等については受託者が行うこと。データはＣＳ

Ｖファイル形式またはＭＳ社 Access ファイル形式により提供する。 

・データ修正が必要なものについては、県と打合せの上で処理すること。 

③ 稼働環境構築 

④ マイナンバー付番のためのデータ作成支援 

・保有データに対するマイナンバーの初期付番に必要なデータの作成の支援を行うこと。 

⑤ 本番移行 

⑥ 職員研修 

・システム利用対象者：本庁職員６名、非常勤嘱託職員４名及び日々雇用職員２名 

・各種マニュアルを作成し、必要な研修を行うこと。 

⑦ マイナンバー制度導入支援 

・その他、マイナンバー制度の導入に必要な支援を行うこと。 

⑧ 運用設計 

・システムが稼働する環境において、バックアップ管理、監視等について運用設計・構築を行

うこと。 

⑨ 保守運用 

・管理システムが正常に稼働するように必要な保守を適切なタイミングで行うこと。 

(９) 作業要件 

① 開発方法 

・本業務の受注後、速やかにプロジェクト計画書を作成し、県の承認を得ること。 

・設計・開発に当たり、プロジェクトの管理方法（会議の実施、進捗管理、課題管理、仕様書

等の変更管理、品質管理等）について協議の上、詳細な手順を取り決めること。 

② 開発体制 

・本業務受注者は、本業務を実施する要員として、業務全体を統括する責任者（プロジェクト

マネージャー）を選任するとともに、作業分野ごとにグループ編成を行い、責任者（グループ

リーダー）及び担当者を配置すること。 
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・上記要員については、本システムにかかる業務分野について十分な知識、能力、経験を有す

るものを選任・配置すること。また、個人情報を取り扱うシステムとなるため、受託者は、

JISQ15001 認証（プライバシーマークの使用許諾）及び IS09001 認証を受け、その有効期間中

であることを要する。 

③ 作業場所 

・設計、設定準備は受託者事業所内で実施すること。機器の設置・設定及び各作業に関する打

合せや、報告、レビュー及び進捗状況の報告会等については、奈良県の会議室等で実施するも

のとする。 

④ 設備及び備品 

・本業務に使用する設備及び消耗品等については受託者が負担すること。県庁舎内で使用する

電気料金等の光熱水費については奈良県の負担とする。 

⑤ 奈良県からの貸与物件 

・各業務内容の検討に必要な物件・資料の内、返却の必要なもの及び持出禁止条件に該当する

ものについては、契約書の機密保持事項に従い所定の手続きにより貸与するものとする。 

⑥ 奈良県からの提供物件 

・本業務に必要な前記の貸与物件・資料以外については、契約書の機密保持事項に従い所定の

手続きにより提供するものとする。 

⑦ 情報セキュリティ管理 

・各作業工程において、情報セキュリティに関する事故及び障害等の発生を未然に防ぐため、

並びに発生した場合に被害を最小限に抑えることを目的とするため、奈良県情報セキュリティ

ポリシーの内容を理解し、遵守すること。 

・情報セキュリティ対策の実施状況については、定期的に受託者自ら内部監査を実施し、県側

に報告すること。 

・情報セキュリティ対策の内容については、各作業工程の状況に応じて適宜改善策を検討し、

県側の承認を得ること。 

・情報セキュリティに関する事故及び障害等が発生した場合には、速やかに県側に報告し、対

応策について協議すること。 

(１０) 納入物品 

 システム導入にかかるすべてのドキュメントを作成し、納期限までに納入し、県の検収を完

了させること。検収において指摘があった場合は、速やかに県の指示に従い、速やかに適切な

処置を行うこと。 

① 納入物品は以下のものを想定しているが、詳細については、県と協議のうえ決定すること 

(ア) 基本設計書・詳細設計書 

(イ) サービス仕様書 

(ウ) 受託金額積算内訳書 

(エ) 各種マニュアル（概要版を含む） 
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(オ) プロジェクト計画書 

(カ) 進捗報告書・打合せ議事録 

(キ) 研修計画書、研修用資料 

(ク) その他県が指定するもの 

② 納期限 

・平成３０年度中（平成３１年２月２８日まで）に納入するものとする。ただし、システム導

入に必要なものに係る納入時期については、別途県と協議のうえ決定するものとする。 

・プロジェクト計画書及び受託金額積算内訳書は、契約後ただちに納入することとする。 

③ 納入場所 

・納入場所は、奈良県教育委員会事務局学校支援課（奈良市登大路町３０番地）とする。 

④ 納入形態・部数 

・ドキュメントについてはＣＤ－ＲＯＭ等の電子媒体及び製本により可読な形式で納入するこ

と。ファイル形式は PDF（Adobe Reader で読み込み可能であること）とする。 

・ドキュメントの部数は県と協議のうえ決定すること。現時点では、各種マニュアル５部、研

修用資料１０部、その他１部ずつを予定している 

 

２ 機能要件                         

業務の概要は右図に示したとおり。再構

築する管理システムは、奈良県ハードウェ

ア統合基盤における業務アプリケーション

の適合要件（別添２）を満たすものとし、

仕様書（別添３）記載の端末で使用可能な

ものとする。ただし接続する端末について

は、契約期間中に更新されるため、対応す

ること。 

※ 必須項目については別添４「奈良県奨

学金管理システム要件チェック表」に示す。 

※ 統合宛名システムとの連携については

別添５「奈良県団体内統合宛名システム イ

ンタフェース仕様書 概要版」を参考にする

こと。 

 

(１) システム共通要件 

① 業務内容に沿ったメニュー配置であること。また主な操作はテンキーとマウスによって完

奨学金管理

システム

県財務会計

システム

申請者 学校

学 校

支援課

申請書類

（マイナン

バー含）等

決定通知・返還関連書類

貸与者情報・返還情報

入金情報

銀 行

返還データ

データ連携

データ入力・

修正等

納
入
通
知
書

返還

入
金
デ
ー
タ

各種帳票

統合宛名

システム
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結可能であること。 

② 画面レイアウトは、申請書、各種届出の様式を踏まえ、容易に入力可能なこと。また入力

中・入力済みのデータが不意の操作によって簡単に削除されることを防ぐ仕組みを提案す

ること。 

③ 住所入力、金融機関（支店）入力の際は郵便番号やコード入力により住所、金融機関（支

店）名が自動取得できること。 

④ 学校コード・金融機関コード等の各種コードは、マスタで設定、変更可能なこと。 

⑤ ユーザ毎にシステムに対する権限設定が可能なこと。特に個人番号を含む特定個人情報に

ついては、閲覧・照会・入力の可否が設定可能なこと。 

⑥ 個人番号を用いて奈良県団体内統合宛名システムから、申請者の生活保護に関する情報、

課税所得に関する情報等、貸与決定事務、貸与者管理事務、返還事務に必要なデータの取

得が可能なこと。取得するデータの種類は、別途当課の指示を仰ぐこと。 

⑦ 各種一覧表及び帳票を Excel や CSV ファイルで出力可能なこと。出力が必要な一覧表及び

帳票は別添６を想定しているが、レイアウト等、軽微な変更は県と受託者の協議のうえ決

定する。なお、個人情報保護の観点から不要な帳票の印刷を未然に防ぐ仕組みを提案する

こと。 

⑧ 各種帳票、一覧表は随時出力可能なこと。 

⑨ パッケージシステムの根幹機能を除き、奈良県向けのカスタマイズ機能（画面構成、画面

操作、帳票レイアウト等）は可能な限り柔軟に対応すること。 

⑩ 法改正時などのためのシステムやデータの拡張性があること。 

⑪ 日付は和暦・西暦のいずれでの入出力にも対応し、また元号の変更にも対応可能であるこ

と。 

⑫ 市町村合併等による住所・自治体名等の変更に対応すること。また過去の借受人等住所デ

ータについても新住所への移行を任意のタイミングで行えるようにすること。 

⑬ 年度当初に各パラメーターの設定が必要となる場合には、前年度のものをコピーし、必要

に応じてそれを編集できること。 

⑭ 借受人等から貸与情報の問い合わせを受けた際に、速やかに借受人検索画面に移動でき、

終了後は速やかに元の画面に戻れること。 

(２) マスタメンテナンス機能 

処理日、貸付限度額、貸付月額、貸付期間、各種コード、利子率、違約金率、等の登録及び変

更が容易であること。 

(３) 社会保障・税番号制度に関する機能 

社会保障・税番号制度に対応するため、以下の機能を有すること。 

① 個人番号利用機能 

(ア) 申請者登録事務において、申請者の個人番号を登録できること。 

(イ) 申請者登録事務の後、団体内統合宛名システムとのシステム間連携により、統合宛名番号
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の発番要求を行えること。 

(ウ) 統合宛名番号の発番を受けた後、団体内統合宛名システムとのシステム間連携により情報

照会処理を行えること。照会情報は、国の定める、行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律(平成 25年 5月 31 日法律第 27号)(以下個人番号法)、施行

令、内閣府令、特定個人情報データ標準レイアウトに対応し、ＣＳＶファイルで出力できる

こと。また、国の定める個人番号法、施行令、内閣府令、特定個人情報データ標準レイアウ

トに定められた情報以外は照会できないようにすること。 

(エ) (ア)～(ウ)については、マイナンバー用ＩＤ・パスワードでログインした場合にのみ可能

とすること。 

(オ) 団体内統合宛名システムとの連携は必要に応じテスト及び県情報システム課との協議等を

おこない、適正なデータ連係が可能であるかを確認すること。データ連携については団体内

統合宛名システムデータ標準レイアウト等関係書類で定める導入時点の最新版に準拠するこ

と。 

② 個人番号の消去 

当該借受人に対する貸付がすべて完済(元利のすべてが終了)となった年度から５年が経過

した年度の末営業日に対象者を自動で抽出し、システムが保有するその対象者の個人番号

を一括消去できること。(消去の可否の最終判断は職員が行うものとする。) 

(４) ログイン機能 

① 業務用ＩＤ・パスワード 

(ア) 業務用ＩＤ・パスワードは、ユーザ毎に付与・削除できること。 

(イ) 業務用ＩＤ・パスワードによる機能制限が行えること。 

② マイナンバー用ＩＤ・パスワード 

(ア) マイナンバー用ＩＤ・パスワードは業務用ＩＤ・パスワードとは別途付与できること。 

(イ) マイナンバー用ＩＤ・パスワードでログインした場合にはその記録が残ること。 

(ウ) 各個人番号は、マイナンバー用ＩＤ・パスワードでログインした場合にのみ閲覧・照会・

入力できるようにすること。 

(５) 仮登録・審査・貸与判定機能 

① 基本機能 

・申請者、親権者（未成年後見人を含む。以下同じ）、連帯借受人（表１の１～３の奨学金制度

における連帯保証人を含む。以下同じ）の個人情報の登録・訂正・削除ができること。個人情

報の種類は②にて記載する。 

・申請者 1名につき連帯借受人・親権者の個人情報（計 3名）の登録ができること。 

・申請者・連帯借受人・親権者の個人情報は申請番号により管理すること。 

・親権者・連帯借受人の個人情報のうち氏名漢字（姓）、氏名ふりがな（姓）、郵便番号、住所、

電話番号は申請者の情報からコピーして取得できること。 

・申請者・連帯借受人及び親権者等の情報は年度ごとの申請者台帳として管理し、審査の結果
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貸与が決定した者を奨学生台帳に一括転記できること。 

・生年月日、氏名などから過去に同一借受人がいると推測される時は、その候補者を示し貸与

実績月数、貸与可能月数を明示できること。 

・世帯の構成員は 15名まで登録できること。 

・兄弟姉妹での申請に対応できるよう、他のレコードからコピーできること。 

・CSV 形式ファイル等を読み込んで、レコードを生成できること。 

・申請者登録情報および連帯借受人・親権者情報のうち「氏名漢字（姓）」「氏名漢字（名）」は

合計 32 文字（姓名間の空白含む）まで入力できること。 

・申請者登録情報および連帯借受人・親権者情報のうち「氏名ふりがな（姓）」「氏名ふりがな

（名）」は合計 64 文字（姓名間の空白含む）まで入力できること。 

・「住所（方書き）」「在学校名」「出身中学校名」はそれぞれ 32 文字まで入力できること。 

② 申請者登録情報 

(ア) 申請者情報 

氏名漢字（姓） 氏名漢字（名） 氏名ふりがな（姓） 氏名ふりがな（名） 個人番号 生

年月日 郵便番号 市町村コード 住所＜「都道府県市町村＋字番地＋方書き」の３区分が

可能なこと＞ 生活保護における級地情報 へき地加算希望の有無 電話番号 通学区分＜

自宅・自宅外＞ 在学校名 在学校コード 在学校課程 入学年度 申請年度 申請時学年 

就学期間 申請時成績 推薦書意欲評価基準 出身中学校名 出身中学校コード 振込金融

機関名 振込金融機関支店名 振込金融機関コード 口座種別 振込口座番号 振込名義人

名（半角カタカナ） 

(イ) 連帯借受人・親権者情報 

氏名漢字（姓） 氏名漢字（名） 氏名ふりがな（姓） 氏名ふりがな（名） 個人番号 生

年月日 郵便番号 市町村コード 住所＜「都道府県市町村＋字番地＋方書き」の３区分が

可能なこと＞ 電話番号 続柄 備考  

※ 申請者と同じ情報の場合は複写して平易に表示できること 

(ウ) 審査情報 

世帯構成員数 世帯構成員それぞれの課税に関する情報（収入額 社会保険料控除額 市町

村民税額 県民税額） 生活保護受給の有無 生業扶助受給の有無 （非課税証明書提出の

場合の）証明書番号 （世帯内の）身体障害１・２級者数／身体障害３級者数／小学生数／

中学生数／ その他の加算の有無・内容  800 文字程度の自由記述できる備考欄 
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(エ) 自動計算等による入力補助 

・申請者登録情報のうち、「年齢」は申請年度の 4/1 現在の年齢が自動計算により入力されるこ

と。 

・次の a～eは、それぞれに示した項目間でデータを相互に参照し、自動的に入力されるようす

ること。 

a.「郵便番号」、「市町村コード」、「住所（都道府県市町村）」「生活保護における級地情報」 

b.「入学年度」「申請年度」「申請時学年」 

c.「就学期間」「在学校名」「在学校コード」 

d.「出身中学校名」「出身中学校コード」 

e.「振込金融機関コード」「振込金融機関名支店名」 

・その他、自動計算によって入力が可能となる項目について提案すること。 

・審査情報のうち「小学生数」「中学生数」は世帯構成員の生年月日から自動計算して入力され

ること。 

③ 貸与決定審査・判定機能 

 総収入等から社会保険料・市町村県民税額を控除した額と、世帯の構成員から計算される生

活保護基準額を比較し、世帯所得の対生活保護基準倍率を算出できること。この世帯所得の対

生活保護基準倍率、意欲評価基準と成績基準を点数化し貸与決定の可否及び否の場合の理由が

表示できること。 

④ 申請者管理機能 

 申請者情報登録画面から一覧表示に遷移し、申請者 ID・出身学校等で抽出、申請者台帳の

プレビュー・印刷ができること。 

【表示項目】 

氏名漢字（姓） 氏名漢字（名） 氏名ふりがな（姓） 氏名ふりがな（名）  

生年月日 郵便番号 住所 生活保護における級地情報 へき地加算希望の有無 電話番号 

通学区分＜自宅・自宅外＞ 在学校名 在学校コード 在学校課程 入学年度申請時学年 

申請時成績 推薦書意欲評価基準 生活保護基準に照らした各金額 振込金融機関名 振込

金融機関支店名 振込金融機関コード 口座種別 振込口座番号 振込名義人名（半角カタ

カナ） 

⑤ データ出力 

 入力データの確認・読み合わせ等のために全データもしくは選択したデータをＣＳＶ出力で

きること。 
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(６) 借受人管理機能（本登録） 

① 基本機能 

・申請者台帳からの貸与決定者情報転記によって基本情報を取得出来ること。 

・本人住所情報は、郵便番号、住所、電話番号、メモについて履歴管理が出来ること。 

・各連帯借受人情報は本人情報の氏名漢字（姓）、氏名ふりがな（姓）、郵便番号、住所、電

話番号をコピーし取得できること。 

・各連帯借受人情報は変更の履歴管理が可能で、変更の際は旧情報から情報をコピーし取得

出来ること。 

・入学年度、採用年度、貸与年度、氏名（漢字）、ふりがな、生年月日、貸与番号、取引銀行、

学校情報、住所、相手先コード（債権者コード）親権者・連帯借受人の指定により、借受

人を検索し、貸与情報・返還情報・督促履歴等を照会出来ること。 

・連帯借受人・親権者の氏名、生年月日、郵便番号が等しい奨学生を、兄弟姉妹の候補とし

て検索出来ること。 

・操作性上、一つの画面で基本情報、貸与情報、返還情報、メモ情報画面をタブ等の切り替

えにより登録・照会できるようにすること。 

② 登録項目 

・基本情報として次の項目を登録できること。 

貸与番号 氏名 ふりがな 旧姓 生年月日 学校名 転学履歴 学校種別 

入学年月日 卒業年月日 採用年度 解除年月日 最新住所 自宅通学区分 住所メモ 

電話番号 携帯電話番号 送付先（２カ所） 送付先区分 

進学先／就職先情報（名称 住所 電話番号）親族情報（貸与番号 氏名 続柄） 

連帯借受人情報（氏名、ふりがな、生年月日、住所、電話番号、携帯番号、続柄、職業、勤

務先、勤務先電話番号、備考）、特記事項 

③ 借受人検索機能 

・検索条件に合致した借受人を一覧表示し、個人情報を表示させる借受人を選択できること。 

・借受人検索のなかで次の情報を記録するための欄があること。1 人につき複数記載できる

こと。これらへの処理が完了した際に、そのことも記録できること。 

自己破産 死亡 所在不明 所在調査中 催告中止 郵便物不着情報 入金約束 将来日

連絡必要  

※ 事故フラグには起因日、入金予定 連絡予定などの付帯情報が記録できること。 
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(７) 貸与情報管理機能 

① 登録項目 

・貸与情報として次の項目が登録できること。 

登録項目：振込先口座情報（金融機関 支店 預金種目 口座番号 口座名義人） 貸与開

始年月貸与終了年月 貸与月額 貸与合計 貸与月数 学年 支払開始年月 貸与休止区

分 貸与休止事由 休止開始年月 休止終了年月 休止・打切り日 休止・打切り備考 

・借受人情報、貸与情報のうち下記の情報が県新世紀統合財務システムに登録できるように

すること。 

【県新世紀統合財務システムに登録する情報】 

登録執行機関（510800 学校支援課） 氏名 氏名ふりがな 貸与番号 住所 電話番号 

支払方法 金融機関コード 金融機関名 支店名 口座種別 口座番号 口座名義人カナ 

② 異動情報管理機能 

・借受人の異動に関して次の項目を登録・履歴の管理ができること 

異動区分 異動事実発生日 異動届提出年月日 休学期間開始年月日 休学期間終了年月

日 復学年月日 30 日以上欠席の始期年月日及び終期年月日 同一学年再履修年度 他の

奨学金貸与の始期年月日 他の奨学金の名称 連帯借受人死亡年月日 破産手続き開始の

決定等を受けた年月日 辞退の年月日 辞退の理由 転学年月日 貸与月額変更年月 貸

与月額変更事由 生活保護受給履歴 通学区分 

※異動に関わっては学校及び借受人世帯との交渉履歴が管理できる備考欄を設けること 

③ 貸与額管理機能 

・借受人の異動処理と連動して、次の項目を登録、管理できること。 

月ごとの貸与額・返戻額 月ごとの変更貸与額 変更開始年月 変更終了年月 貸与額変更

決定年月日 戻入決議額 戻入金の返納状況 

④ 奨学金支払処理機能 

(ア) 支出負担行為情報登録・出力機能 

・指定した年度に貸与する借受人の人数・貸与合計額を画面表示できること。 

・指定した年度に貸与する借受人の貸与額の内訳書を印刷・プレビューできること。 

・指定した年度に貸与する借受人について次の情報を県新世紀統合財務システムに登録可能

な形式で出力できること。 

【登録項目】 

内訳番号 相手方情報（貸与番号・相手方コード・氏名・住所） 年度中の貸与額 

合計件数 合計金額 
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(イ) 支出情報登録・出力機能 

・支払区分（前期・後期）別に貸与を行う借受人の人数・合計額を画面表示できること。 

・支払区分（前期・後期）別に貸与を行う借受人の貸与額内訳書を印刷・プレビューできる

こと。 

・指定した支払い区分に貸与する借受人について、次の情報を県新世紀統合財務システムに

登録可能な形式で出力できること。 

【登録項目】 

内訳番号 相手方情報（貸与番号・相手方コード・金融機関コード・金融機関名・支店名・

口座種別・口座番号・口座名義人カナ） 当該支払区分の貸与額 

⑤ 年度更新処理機能 

・借受人管理画面に継続申請希望者のフラグを立てて抽出、学校ごとの継続申請希望者一覧

表を出力できること。 

・継続貸与希望者が確定したら、該当者を抽出して学年を１増加させ、新年度用の請求書を

出力できること。（継続を希望しない者や貸与期間満了を迎えたものは、返還情報の登録に

進む） 

⑥ 国費返還金管理機能 

・国からの補助金で貸与した分について、他の県費分と区分し、国への返還額を継続して管

理できること。 

(８) 返還情報登録機能 

① 基本機能 

・貸与が終了した借受人について、下記項目が登録・変更・削除できること。 

【登録項目】 

返還計画（①返還方法（月賦・半年賦・年賦・一括） ②返還回数 ③１回あたりの返還額 ④

返還手段（口座振替または納付書による納入）） 

振替口座（金融機関コード・金融機関名・支店名・口座種別・口座番号・口座名義人カナ） 

猶予・免除申請情報（申請の有無 申請年度 猶予・免除の可否 猶予・免除の期間 免除額

（現年分・遡及分・累積額）） 
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・返還期間は返還開始から 10 年間をデフォルト値とし、任意に変更できること。 

・猶予決定された借受人については、返還計画に対し猶予期間等が自動的に反映されること。 

・免除決定された借受人については、免除額（現年分・遡及分・累積額）が自動計算され返

還計画に反映されること。 

・返還手段が変更できること。 

・一部または全部繰上返還ができること。 

・借受人または連帯借受人の口座を振替口座として登録できること。 

・登録口座の振替開始月を指定できること。 

・返還計画の変更履歴が参照できること。 

・未収の調定額を任意の金額に分割できること。 

・連帯借受人の自己破産等に伴う配当の受入など不規則な収納に対応できるよう返還計画を

登録（再登録）できること。 

・自己破産者、死亡者、時効の援用利用者、時効援用可能者の情報を登録し、管理できるこ

と。 

・住所・氏名変更、連帯借受人変更、振替口座変更及び免除申請等による登録データの変更

は、随時行えること。 

・同一個人番号であっても、異なる貸与番号の借受人に対して異なる返還方法を登録できる

こと。 

・借受人の返還残額を容易に検索・照会することができ、借受人毎の未返還金の一覧表の出

力ができること。 

・特記事項や備考欄等にメモ入力が可能なこと。 

・任意の期間における未納者を抽出し、「貸与番号」「氏名」「連絡先（電話番号・住所）」「貸

与額」「未収金額」「最終入金日」「免除・猶予に関する情報」を一覧表として印刷できる形

式にするのに、システム起動完了後から何工程で可能か提案すること。 

② 調定処理  

(ア) 調定決議機能 

・調定処理（月賦、半年賦、年賦、一括）のデータを作成し、県新世紀統合財務システムに

出力できること。 

・調定内訳書、調定一覧表、調定集計表等の各種帳票を出力できること。 

・返還開始該当者の一覧表が出力できること。 

・返還金の分納返還処理ができること。 

・調定年月の範囲指定により、返還対象者の人数、返還予定額合計を表示できること。 

・返還対象者の返還予定額一覧を印刷・プレビューできること。 

・口座振替による返還者で、該当月の振替ができなかった者について、翌月に一括で納付書

の発行ができること。 

・口座振替による返還者で、未収の調定額を分割した納付書の発行ができること。 

・定例調定データ作成を、システム起動完了後から何工程で完了できるかを提案すること。
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なお、定例調定データ作成については別添７を参照すること。 

・返還手段が変更になった借受人が、次回の定例調定データ作成や口座振替処理で漏れ落ち

ることがない仕組みについて提案すること。 

(イ) 口座振替データ作成機能 

・借受人の返還情報における支払方法が「口座振替」で、指定した金融機関、引落年月日に

返還予定のある借受人を対象として、口座振替データを作成できること。 

・口座振替データは、全国銀行協会統一フォーマット（全銀協フォーマット）で作成できる

こと。 

③ 収納処理 

(ア) データ取込による消込処理 

・県新世紀統合財務会計システムからの収納データ及び金融機関から返却される口座振替デ

ータを取込み、各調定に自動消込処理が行えること。 

・消込処理と同時に、入金明細一覧表及び結果一覧表が印刷、プレビューできること。 

・返還金及び未納額は、貸付開始日から返還の完了まで管理できること。 

・納入一覧表及び未納者一覧表を出力できること。 

・返還完了者一覧表を延滞金完済者、延滞金未完済者別に作成できること。 

・充当、更正処理ができること。 

・調定年度別調定、収納・収納未済集計表、資金別調定状況表を作成・出力できること。 

(イ) 手入力による消込処理 

・氏名又は貸与番号を指定し、個別に手入力による消込処理ができること。 

(ウ) 収納消込エラー修正 

・表示されたエラーを選択して、消込先の入力を行えること。 

・1 件の収納データを複数の調定に充当させることができること。 

・次回以降の調定に充当できること。 

④ 延滞処理 

・延滞金について、調定ごとに納期限の翌日から収納確認日までの期間で自動計算できるこ

と。 

・延滞金の利率については、手入力で自由に設定できること。 

・１つの調定について一部納付があった場合、その残金について、延滞金の再計算ができる

こと。 

・延滞金の確定後、延滞金のデータを県新世紀統合財務会計システムに、随時出力が可能で

あること。 

⑤ 督促・催告処理 

・調定月を指定して、督促状及び催促書の発行ができること。 

・督促状は、口座振替・納入通知書納付に分けてそれぞれ一括出力できること。 

・督促状・催告書の発行記録と送付日は管理システムに反映させることができること。 
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・督促状・催告書の発行履歴は、照会することができること。 

・督促状・催告書の発行は、停止することができること。 

・自己破産者の一覧表が作成することができること。 

・時効債権の一覧表が作成することができること。 

・督促状・催告書送付後に収納があった場合は、管理システムに反映させること。 

・納付書の再発行記録を管理システムに反映させることができること。 

・管理システムに記録された再発行納付書について、収納があった場合は収納記録を自動反

映し、未収として残っているものを抽出できること。 

・折衝経過を管理システムに記録できること。 

・未納者の未納原因を入力できるとともに、一覧表として出力できること。 

・借受人の個人画面において、最終の折衝記録を容易に確認できるよう工夫すること。 

・債権管理台帳は、督促・電話催告実施・訪問催告実施・納付書再発行・入金約束・文書返

戻など内容の分類を指定して入力、一覧表示ができること。 

・催告管理台帳から、最終電話催告日・最終訪問催告日・催告停止期間・滞納分納予定日を

一覧デ－タに出力できること。 

・借受人・連帯借受人について、自己破産・死亡・所在不明・所在調査中・催告中止・郵便

物返戻あり・入金約束あり・将来日連絡必要などの情報があるものを抽出できること。 

・返戻入力した借受人・連帯借受人に対しては、催告等を制限するよう警告ができること。 

・所在不明の情報がある借受人・連帯借受人について、市区町村長あて住民票照会書類を作

成できること。 

・住所照会のための照会先市区町村マスタを作成・更新・削除できること。 

・管理システムの登録内容はスクロールなどにより一度に表示できること。 

・Excel データなどから折衝記録などを取り込み、債権管理台帳に反映させることができる

こと。 

・条件を指定して抽出した債権管理台帳のデータを Excel ファイルに出力できること。 

⑥ 委託債権管理機能 

・サービサー等に委託した債権の管理が行えること。 

・サービサー等に委託する候補の債権を各種条件（滞納期間、滞納金額、滞納理由等）によ

り抽出できること。 

 

(９) 統計機能 

・各種統計関係書類が随時出力できること。 

・必要に応じて柔軟に項目を設定して検索・抽出し集計できるようにすること。 

・未収金把握資料について、システム起動完了後から何工程で作成し印刷することができる

か提案すること。未収金把握資料については別添８を参照すること。 
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(１０) バックアップ機能 

 バックアップ機能については、奈良県ハードウェア統合基盤のバックアップ機能を利用す

ること。 

３ 非機能要件                         

(１) システム環境 

システムの構成については右図のとお

り。 

① システム形態 

ＷＥＢ型システムまたはＣ／Ｓシ

ステム 

② システム利用環境 

嘱託職員分は、現在導入している

端末から支障なく利用できること。職員分は端末については、契約期間中に更新されるた

め、対応すること。ＯＳ、ＷＥＢブラウザのバージョンアップにも対応すること。 

③ システム利用対象者 

現時点での利用対象者は以下の通りであるが、人員の増員があった場合は対応できるよう

にすること。 

奈良県教育委員会事務局学校支援課職員 ６名 

同    非常勤嘱託職員 ４名 

同    日々雇用職員  ２名  

④ サーバ機器 

本システムは、奈良県ハードウェア統合基盤上に構築し、支障なく運用できるようにする

こと。奈良県ハードウェア統合基盤における業務アプリケーションの適合要件は（別添２）

のとおりである。 

(２) 信頼性 

 本システムは、既存業務システムおよび中間サーバとの連携を行うシステムであることから、

一定水準以上のシステム信頼性が求められるが、障害発生時の影響、費用対効果を踏まえて、

適切な対応を行うこと。 

・機器、部品の冗長構成については、特段要件は定めないが、本システムの運用時間を考慮

して必要な措置を実施すること。 

・障害の発生を未然に防止又は速やかに発見できる機能を有すること。 

 

(３) セキュリティ要件 

 システムは、個人番号をその内容に含む特定個人情報を取り扱うため、正当な権限のない者

ハードウェア

統合基盤

学校支援課（１２台接続）

番号ネット

統合宛名

システム

奨学金管理

システム
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による情報へのアクセスやデータの不正な利用・改ざんが行われないよう次に掲げるような項

目について、設定ができるようにすること。また、各種ログを収集し、万一事故が発生した場

合に追跡の基礎情報を取得可能な措置を施すこと。 

 

・ユーザアカウント管理     ・アクセス権限設定 

・ユーザ認証          ・システム接続制限 

・アクセスログ取得       ・ウィルス対策 

・操作ログ 

 また、情報資産の管理にあたっては、本県が定めるセキュリティポリシーに則った対応を行

うこと。 

(４) 柔軟性・拡張性 

 将来の番号制度対応事務の追加、個人番号利用範囲の拡大、データ量の増加、処理件数の増

加等に備え、柔軟性や拡張性をもったシステムとすること。 

 

４ 保守要件                         

(１) 業務の内容及び範囲 

① 本システム利用に関する、電話、文書、メールまたはＦＡＸによる問い合わせに対する助

言及び援助を実施すること。 

② 本システムの使用上の諸問題（プログラムバグ、障害等の対応）に対する切り分けを行い、

速やかに解消できるよう対応すること。 

③ 本システムにかかる軽微な改修。（現地での作業を伴わないもの。軽微なものかどうかはそ

の都度打合せにより確認する） 

④ 年１回の定期訪問と予防保守の実施。 

⑤ 事故等が発生した際に、県が求めるログを提供し、その解析補助をすること。 

⑥ 法令等の改正が契約期間中にあった場合は、速やかにプログラム等の変更に対応すること。 

⑦ システム改変時に、操作に関して変更が生じる場合は、マニュアルの増補ページを作成す

ること。 

 

(２) その他 

① 本システムの運用におけるＳＬＡを提出すること。 

② 業務の詳細な事項及び進め方についての協議は、受託者・と県のいずれかの要請により、

その都度行うものとする。 
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５ 研修要件                         

(１) 操作研修 

 開発終了後、職員を対象に実践的な操作研修を行うこと。その際研修に必要な教材を準備し、

講師を派遣すること。詳細は県と調整の上実施すること。本委託業務に研修にかかる費用を含

んでおくこと。 

(２) マニュアル作成 

・本システムの利用にあたって必要となる、利用者や管理者が参照するためのマニュアルの作

成をおこなうこと。 

・用意するマニュアルは、日本語で記述されていること。日本語に対応していない場合は、運

用上必要な部分を日本語で操作手順書を作成すること。また、独自の用語を避けてできる限り

一般的な言葉を用いて作成をおこなうこととする。独自や特殊な用語を用いる場合には、必ず

説明をつけること。 

・なお、パッケージで既に用意されたものを使用することも可能ではあるが、カスタマイズ等

によって変更された部分については、その内容が正しく反映されていること。 

① 管理者マニュアル 

 本システムの管理者がメンテナンスを実施するときに参照するマニュアルである。シス

テムに対するアカウント管理や権限管理、その他管理業務について、操作方法が記述され

ていること。 

② 運用マニュアル 

職員が管理システムを運用するときに参照するマニュアルである。機能要件にあげた業務

を遂行する上で必要な操作方法が記述されていること。 

③ 障害対応マニュアル 

システムの障害発生時に管理者が参照するマニュアルである。緊急時の対策として必要な

措置、確認方法、復旧方法について専門的な知識が無くても理解できるよう解かりやすい

記述で作成をおこなうこととする。 
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６ その他                          

(１) 疑義 

受託者は、本仕様書に定める業務の実施にあたって本仕様書に定めのない事項、要件の詳細化、

又は本仕様書の解釈に疑義が生じたときは、遅滞なく県と協議して定めるものとする。 

 

(２) 遵守事項 

① 受託者は、（別添９）「個人情報特記事項」を遵守し、業務の遂行上知り得た事項は、県の

許可なく公表、引用してはならない。 

② 受託者は、（別添１０）「公契約条例に関する遵守事項」を遵守すること。 

 

(３) 瑕疵担保責任 

 納入物品に瑕疵がある場合、物品の納入後１年間は、県の指示により無償で修理を行うこと。

ただし、県の指示する事象が瑕疵に該当しない場合は、協議により対応を決定することとする。 

 

(４) 本仕様書に含まれていない事項 

 本仕様書に含まれていない事項についても、現行システムの機能で必要とされている機能要

件は本調達の範囲内とする。 


